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平成 31年２月７日 

各    位 

 会 社 名 日本システム技術株式会社 

 
代 表 者 の 
役 職 氏 名 

代 表 取 締 役 社 長   
執 行 役 員   平林 武昭 

 （コード番号 ４３２３ 東証第一部） 

 問い合わせ先 取 締 役 執 行 役 員  大門 紀章 

 （ Ｔ Ｅ Ｌ ０６－４５６０－１０００） 

 

 

連結子会社間の吸収合併に関するお知らせ 

 

当社は、平成 30年 12月 27日開催の当社取締役会において当社の 100％子会社である株式会社新日本

ニーズ（以下、「新日本ニーズ」といいます。）が当社の 90％子会社である SafeNeeds株式会社（以下、

「SafeNeeds」といいます。）を吸収合併することを決議いたしましたので、お知らせいたします。なお、

本合併は連結子会社間の合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

記 

 

１． 合併の目的 

本合併により、当社グループの事業運営の合理化・効率化を図るものであります。 

 

２． 合併の要旨 

（１）合併の日程 

当社合併契約承認取締役会      平成 30年 12月 27日 

合併契約締結            平成 31年 ２月７日 

合併契約承認臨時株主総会      平成 31年 ２月７日 

合併予定日（効力発生日）      平成 31年 ４月１日（予定） 

 

（２）合併の方式 

新日本ニーズを存続会社とする吸収合併方式で、SafeNeedsは解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

会社名 新日本ニーズ SafeNeeds 

合併比率 1 4.412 

※合併比率 

SafeNeeds１株に対して、新日本ニーズを 4.412株割当て交付します。 

 

（４）消滅会社の新株引受権付社債 

該当事項はありません。 
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３． 合併に係る割当ての内容の算定の考え方 

合併比率につきましては、新日本ニーズ及び SafeNeedsともに非上場会社であることから相続税

法上の純資産価額方式を採用しております。また、2016年４月１日付で両社間で経営統合を実施し

ており、SafeNeedsの役員・社員全員（代表取締役社長を除く。）が同日付で新日本ニーズに転籍し

たこと等、同時点で経営主体が実質的に新日本ニーズに移管されたことを勘案し、2016 年３月 31

日時点での同方式による合併比率を算定し、上記の通り決定いたしました。 

 

４． 合併の当事会社の概要 

 存続会社 

（平成 30年３月 31日現在） 

消滅会社 

（平成 30年３月 31日現在） 

（１）名称 株式会社新日本ニーズ SafeNeeds株式会社 

（２）所在地 大阪市北区中之島二丁目 3 番 18 号 

中之島フェスティバルタワー29階 

大阪市北区中之島二丁目 3 番 18 号 

中之島フェスティバルタワー29階 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 上條 敬右 代表取締役社長 屠 錦栄 

（４）事業内容 ソフトウェア開発、その他ＩＴ関連事

業 

ソフトウェア開発、その他 IT 関連事

業 

（５）資本金 10,000千円 10,000千円 

（６）設立年月日 昭和 56年５月 12日 平成 18年 12月 28日 

（７）発行株式数 10,000株 1,000株 

（８）決算期 ３月 31日 ３月 31日 

（９）大株主及び持株比率 日本システム技術株式会社 100％ 日本システム技術株式会社  90％ 

屠 錦栄          10％ 

（10）直前事業年度の財経状態及び経営成績 

決 算 期 平成 30年３月 31日 平成 30年３月 31日 

純 資 産 100,290千円 32,206千円 

総 資 産 235,819千円 32,435千円 

１ 株 当 た り 純 資 産 10,029.05円 32,206.73円 

売 上 高 841,205千円    － 千円 

営 業 利 益 37,591千円  △447千円 

経 常 利 益 38,729千円  △293千円 

当 期 純 利 益 21,885千円  △498千円 

１株当たり当期純利益 2,188.57円 △498.42円 

 

５． 合併後の状況 

（１）名称 株式会社新日本ニーズ 

（２）所在地 大阪市北区中之島二丁目 3 番 18 号 

中之島フェスティバルタワー29階 

（３）事業内容 ソフトウェア開発、その他ＩＴ関連事

業 

（４）資本金 10,000千円 

（５）決算期 ３月 31日 

 

６． 今後の業績見通し 

本合併は、当社連結子会社間同士の合併であるため、連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 

 


